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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

2019年３月15日付をもって提出した有価証券届出書（以下「原届出書」といいます。）の記載事項の

うち、有価証券報告書の提出等に伴う訂正事項がありますので、本訂正届出書を提出するものでありま

す。

 

２【訂正個所および訂正事項】
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

３　投資リスク

＜参考情報＞

原届出書の内容は下記事項の内容に訂正されます。
 

次へ
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４　手数料等及び税金

下線部は訂正部分を示します。

＜訂正前＞

(５)課税上の取扱い

（以下略）

＊上記の内容は2018年７月末現在のものですので、税法等が変更・改正された場合には、変更になること

があります。

（以下略）

 

＜訂正後＞

(５)課税上の取扱い

（以下略）

＊上記の内容は2018年12月末現在のものですので、税法等が変更・改正された場合には、変更になること

があります。

（以下略）

 
次へ
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５　運用状況

原届出書の内容は下記事項の内容に訂正されます。
 
日本消費関連株ファンド（予想分配金提示型）

(１)投資状況

（2018年12月末現在）

投資資産の種類 国・地域名 時価合計（円） 投資比率

親投資信託受益証券

（日本消費関連株マザーファンド）
日本 2,164,189,325 100.13%

コール・ローン、その他の資産（負債控除後） △2,844,538 △0.13%

純資産総額 2,161,344,787 100.00%

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

 

 

 (２)投資資産

①投資有価証券の主要銘柄

（2018年12月末現在）

イ．主要銘柄の明細

 銘柄名 種類 株数、口数 簿価単価(円) 評価単価(円) 利率(%) 投資

 国･地域 業種 又は額面金額 簿価(円) 時価(円) 償還期限 比率

1 日本消費関連株マザーファンド
親投資信託受益

証券
2,135,783,406 0.9597 1.0133 － 100.13%

 日本 －  2,049,747,588 2,164,189,325 －  

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

ロ．投資有価証券の種類別投資比率

種類別 投資比率

親投資信託受益証券 100.13%

合計 100.13%

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類の時価の比率です。

 

ハ．投資株式の業種別投資比率

該当事項はありません。

 

②投資不動産物件

（2018年12月末現在）

該当事項はありません。

 

③その他投資資産の主要なもの

（2018年12月末現在）

該当事項はありません。

 

 (３)運用実績

①純資産の推移

 
純資産総額（百万円） １口当りの純資産額（円）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

設定時

（2015年12月25日）
8,335 － 1.0000 －

第１特定期間末

（2016年６月24日）
9,490 － 0.8184 －

第２特定期間末

（2016年12月26日）
5,614 － 0.9494 －

第３特定期間末

（2017年６月26日）
4,361 4,383 1.0168 1.0218

第４特定期間末

（2017年12月25日）
3,256 3,406 1.0985 1.1490

2017年12月末日 3,246 － 1.0945 －

2018年１月末日 3,348 － 1.1296 －

2018年２月末日 3,227 － 1.1029 －

2018年３月末日 3,115 － 1.0668 －

2018年４月末日 3,067 － 1.0840 －

2018年５月末日 2,984 － 1.0814 －

第５特定期間末

（2018年６月25日）
2,833 2,974 1.0449 1.0949

2018年６月末日 2,835 － 1.0541 －

2018年７月末日 2,830 － 1.0613 －

2018年８月末日 2,794 － 1.0453 －

2018年９月末日 2,858 － 1.0702 －

2018年10月末日 2,472 － 0.9551 －

2018年11月末日 2,445 － 0.9595 －

第６特定期間末

（2018年12月25日）
2,049 2,115 0.8115 0.8365
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2018年12月末日 2,161 － 0.8567 －

（注）純資産総額は百万円未満切捨てで表記しております。
 
②分配の推移

期間 １口当りの分配金（円）

第１特定期間（2015年12月25日～2016年６月24日） 0

第２特定期間（2016年６月25日～2016年12月26日） 0

第３特定期間（2016年12月27日～2017年６月26日） 0.0050

第４特定期間（2017年６月27日～2017年12月25日） 0.0505

第５特定期間（2017年12月26日～2018年６月25日） 0.0500

第６特定期間（2018年６月26日～2018年12月25日） 0.0250

 

③収益率の推移

期間 収益率

第１特定期間（2015年12月25日～2016年６月24日） △18.2%

第２特定期間（2016年６月25日～2016年12月26日） 16.0%

第３特定期間（2016年12月27日～2017年６月26日） 7.6%

第４特定期間（2017年６月27日～2017年12月25日） 13.0%

第５特定期間（2017年12月26日～2018年６月25日） △0.3%

第６特定期間（2018年６月26日～2018年12月25日） △19.9%

（注）収益率＝（当特定期末分配付基準価額－前特定期末分配落基準価額）÷前特定期末分配落基準価額×100

 

 (４)設定及び解約の実績

期間 設定総額（円） 解約総額（円）

第１特定期間（2015年12月25日～2016年６月24日） 12,858,625,609 1,261,931,903

第２特定期間（2016年６月25日～2016年12月26日） 355,988,742 6,038,855,686

第３特定期間（2016年12月27日～2017年６月26日） 83,371,151 1,707,442,958

第４特定期間（2017年６月27日～2017年12月25日） 71,958,862 1,396,897,577

第５特定期間（2017年12月26日～2018年６月25日） 127,344,780 380,221,475

第６特定期間（2018年６月26日～2018年12月25日） 124,493,488 311,162,585

（注）本邦外における設定及び解約の実績はありません。

 

 

（参考）マザーファンドの運用状況
 
日本消費関連株マザーファンド

 (１) 投資状況

（2018年12月末現在）

投資資産の種類 国・地域名 時価合計（円） 投資比率

株式 日本 3,059,069,680 88.92%

コール・ローン、その他の資産（負債控除後） 381,095,791 11.08%

純資産総額 3,440,165,471 100.00%

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

 

 

その他の資産の投資状況

（2018年12月末現在）

投資資産の種類 国・地域名
買建／

売建
時価合計（円） 投資比率

株価指数先物 日本 買建 253,895,000 7.38%

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

 (２) 投資資産

① 投資有価証券の主要銘柄

（2018年12月末現在）

イ．主要銘柄の明細

 銘柄名 種類 株数、口数 簿価単価(円) 評価単価(円) 利率(%) 投資

 国･地域 業種 又は額面金額 簿価(円) 時価(円) 償還期限 比率

1 本田技研工業 株式 52,300 2,756.00 2,894.50 － 4.40%

 日本 輸送用機器  144,138,800 151,382,350 －  

2 トヨタ自動車 株式 22,000 6,110.70 6,406.00 － 4.10%

 日本 輸送用機器  134,435,582 140,932,000 －  

3 ユニ・チャーム 株式 35,300 3,322.00 3,559.00 － 3.65%

 日本 化学  117,266,600 125,632,700 －  

4 三井不動産 株式 50,100 2,401.50 2,445.00 － 3.56%

 日本 不動産業  120,315,150 122,494,500 －  

5 花王 株式 14,000 7,774.41 8,154.00 － 3.32%

 日本 化学  108,841,808 114,156,000 －  

6 ソニー 株式 20,000 5,000.00 5,326.00 － 3.10%

 日本 電気機器  100,000,000 106,520,000 －  

7 東京海上ホールディングス 株式 19,000 5,030.00 5,236.00 － 2.89%

 日本 保険業  95,570,000 99,484,000 －  

8 村田製作所 株式 6,600 14,435.00 14,955.00 － 2.87%
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 日本 電気機器  95,271,000 98,703,000 －  

9 スズキ 株式 17,600 5,340.29 5,567.00 － 2.85%

 日本 輸送用機器  93,989,244 97,979,200 －  

10 資生堂 株式 14,000 6,274.00 6,892.00 － 2.80%

 日本 化学  87,836,000 96,488,000 －  

11 信越化学工業 株式 11,200 8,056.00 8,536.00 － 2.78%

 日本 化学  90,227,200 95,603,200 －  

12 ヤクルト本社 株式 12,000 7,480.00 7,720.00 － 2.69%

 日本 食料品  89,760,000 92,640,000 －  

13 ＳＧホールディングス 株式 30,000 2,593.00 2,864.00 － 2.50%

 日本 陸運業  77,790,000 85,920,000 －  

14 ＩＨＩ 株式 26,400 2,930.00 3,030.00 － 2.33%

 日本 機械  77,352,000 79,992,000 －  

15 キーエンス 株式 1,400 51,520.00 55,680.00 － 2.27%

 日本 電気機器  72,128,000 77,952,000 －  

16 大塚ホールディングス 株式 16,700 4,500.01 4,493.00 － 2.18%

 日本 医薬品  75,150,194 75,033,100 －  

17 昭和電工 株式 20,000 3,200.00 3,270.00 － 1.90%

 日本 化学  64,000,000 65,400,000 －  

18 太陽誘電 株式 38,900 1,594.00 1,636.00 － 1.85%

 日本 電気機器  62,006,600 63,640,400 －  

19 ソフトバンクグループ 株式 8,500 7,043.00 7,305.00 － 1.80%

 日本 情報･通信業  59,865,500 62,092,500 －  

20 ＳＵＢＡＲＵ 株式 26,000 2,210.50 2,360.00 － 1.78%

 日本 輸送用機器  57,473,000 61,360,000 －  

21 武田薬品工業 株式 16,500 3,707.48 3,705.00 － 1.78%

 日本 医薬品  61,173,558 61,132,500 －  

22 北海道電力 株式 80,000 727.00 760.00 － 1.77%

 日本 電気･ガス業  58,160,000 60,800,000 －  

23 Ｔ＆Ｄホールディングス 株式 47,300 1,250.00 1,279.00 － 1.76%

 日本 保険業  59,125,000 60,496,700 －  

24 三菱商事 株式 20,000 2,821.50 3,020.00 － 1.76%

 日本 卸売業  56,430,000 60,400,000 －  

25 国際石油開発帝石 株式 60,900 938.20 981.70 － 1.74%

 日本 鉱業  57,136,380 59,785,530 －  

26 小松製作所 株式 22,000 2,255.50 2,365.50 － 1.51%

 日本 機械  49,621,000 52,041,000 －  

27 西武ホールディングス 株式 26,000 1,831.25 1,914.00 － 1.45%

 日本 陸運業  47,612,749 49,764,000 －  

28 五洋建設 株式 80,000 552.00 609.00 － 1.42%

 日本 建設業  44,160,000 48,720,000 －  

29 ヤフー 株式 163,100 259.00 274.00 － 1.30%

 日本 情報･通信業  42,242,900 44,689,400 －  

30 任天堂 株式 1,500 27,770.00 29,285.00 － 1.28%

 日本 その他製品  41,655,000 43,927,500 －  

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

ロ．投資有価証券の種類別投資比率

種類別 投資比率

株式 88.92%

合計 88.92%

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類の時価の比率です。

 

ハ．投資株式の業種別投資比率

業種別 投資比率

（国内）

化学 16.15%

輸送用機器 14.38%

電気機器 12.84%

医薬品 4.83%

陸運業 4.82%

食料品 4.66%

保険業 4.65%

機械 3.84%

情報･通信業 3.80%

不動産業 3.56%

小売業 3.50%

サービス業 2.07%

精密機器 1.88%

電気･ガス業 1.77%
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卸売業 1.76%

鉱業 1.74%

建設業 1.42%

その他製品 1.28%

小計 88.92%

合計 88.92%

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該業種の時価の比率です。

 

② 投資不動産物件

（2018年12月末現在）

該当事項はありません。

 

③ その他投資資産の主要なもの

（2018年12月末現在）

種類 地域 資産名 買建／

　売建

数量 簿価(円) 時価(円) 投資

比率

株価指数先物 日本
TOPIX   先物

3103月
買建 17 237,490,000 253,895,000 7.38%

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

 

（参考情報）
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前へ　　
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第３【ファンドの経理状況】

原届出書の内容は下記事項の内容に訂正されます。

 

１．当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）並びに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年

総理府令第133号）に基づいて作成しております。

　　なお、財務諸表に記載されている金額は、円単位で表示しております。

 

２．当ファンドの計算期間は６ヵ月未満であるため、財務諸表は６ヵ月毎に作成しております。

 

３．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当特定期間（平成30年６月26日

から平成30年12月25日まで）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による監査を受けてお

ります。

 
次へ
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１　財務諸表

日本消費関連株ファンド（予想分配金提示型）

 

(１)貸借対照表

区分  

前期

平成30年６月25日現在

当期

平成30年12月25日現在

金額（円） 金額（円）

資産の部    

流動資産    

親投資信託受益証券  2,914,471,204 2,061,057,707

未収入金  199,501 2,523,829

流動資産合計  2,914,670,705 2,063,581,536

資産合計  2,914,670,705 2,063,581,536

負債の部    

流動負債    

未払収益分配金  67,798,488 －

未払解約金  1,142,784 4,586,341

未払受託者報酬  328,814 269,031

未払委託者報酬  11,509,362 9,416,796

その他未払費用  152,982 128,917

流動負債合計  80,932,430 14,401,085

負債合計  80,932,430 14,401,085

純資産の部    

元本等    

元本  2,711,939,545 2,525,270,448

剰余金    

期末剰余金又は期末欠損金（△）  121,798,730 △476,089,997

（分配準備積立金）  220,097,453 202,252,677

元本等合計  2,833,738,275 2,049,180,451

純資産合計  2,833,738,275 2,049,180,451

負債純資産合計  2,914,670,705 2,063,581,536

(２)損益及び剰余金計算書

区分

 前期

自　平成29年12月26日

至　平成30年６月25日

当期

自　平成30年６月26日

至　平成30年12月25日

金額（円） 金額（円）

営業収益    

有価証券売買等損益  18,466,769 △514,051,055

営業収益合計  18,466,769 △514,051,055

営業費用    

受託者報酬  680,245 573,314

委託者報酬  23,810,371 20,067,549

その他費用  152,982 128,917

営業費用合計  24,643,598 20,769,780

営業利益又は営業損失（△）  △6,176,829 △534,820,835
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経常利益又は経常損失（△）  △6,176,829 △534,820,835

当期純利益又は当期純損失（△）  △6,176,829 △534,820,835

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又

は一部解約に伴う当期純損失金額の分配額

（△）

 

15,654,566 △15,614,991

期首剰余金又は期首欠損金（△）  291,914,964 121,798,730

剰余金増加額又は欠損金減少額  13,519,217 3,939,104

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠

損金減少額

 
13,519,217 3,939,104

剰余金減少額又は欠損金増加額  20,820,324 16,015,108

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠

損金増加額

 
20,820,324 16,015,108

分配金  140,983,732 66,606,879

期末剰余金又は期末欠損金（△）  121,798,730 △476,089,997
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（３）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

項目

当期

自　平成30年６月26日

至　平成30年12月25日

  

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

親投資信託受益証券

移動平均法に基づき、基準価額で評価しております。

  

２．収益及び費用の計上基

準

有価証券売買等損益

約定日基準で計上しております。

  

３．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

当ファンドの特定期間は、前計算期末及び当計算期末が休日のため、平成30年６月26日から平成30

年12月25日までとなっております。

  

 

（貸借対照表に関する注記）

項目
前期

平成30年６月25日現在

当期

平成30年12月25日現在

   

１．元本状況   

期首元本額 2,964,816,240円 2,711,939,545円

期中追加設定元本額 127,344,780円 124,493,488円

期中一部解約元本額 380,221,475円 311,162,585円

   

２．受益権の総数 2,711,939,545口 2,525,270,448口

   

３．元本の欠損   

   

 － 476,089,997円

   

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

前期

自　平成29年12月26日

至　平成30年６月25日

当期

自　平成30年６月26日

至　平成30年12月25日

  

分配金の計算過程 分配金の計算過程

第９期計算期間末（平成30年３月26日）に、投資信託約款に

基づき計算した385,235,238円 （１万口当たり1,315.96円）

を分配対象収益とし、収益分配方針に従い73,185,244円

（１万口当たり250円）を分配しております。

第11期計算期間末（平成30年９月25日）に、投資信託約款に基づき

計算した304,559,619円 （１万口当たり1,143.12円）を分配対象収

益とし、収益分配方針に従い66,606,879円 （１万口当たり250円）

を分配しております。

 配当等収益

（費用控除後） 0円

  配当等収益

（費用控除後） 6,106,377円

 

 有価証券売買等損益

（費用控除後）
0円

  有価証券売買等損益

（費用控除後、繰越欠損金補填

後） 63,680,041円

 

 収益調整金 17,593,069円   収益調整金 25,014,844円  

 分配準備積立金 367,642,169円   分配準備積立金 209,758,357円  

 分配可能額 385,235,238円   分配可能額 304,559,619円  

 （１万口当たり分配可能額） (1,315.96円)   （１万口当たり分配可能額） (1,143.12円)  

 収益分配金 73,185,244円   収益分配金 66,606,879円  

 （１万口当たり収益分配金） (250円)   （１万口当たり収益分配金） (250円)  

        

第10期計算期間末（平成30年６月25日）に、投資信託約款に

基づき計算した306,748,785円 （１万口当たり1,131.10円）

を分配対象収益とし、収益分配方針に従い67,798,488円

（１万口当たり250円）を分配しております。

第12期計算期間末（平成30年12月25日）に、分配した金額はありま

せん。

 配当等収益

（費用控除後） 17,625,235円

   

 

 

 有価証券売買等損益

（費用控除後、繰越欠損金補填

後） 0円

   

 

 

 収益調整金 18,852,844円      

 分配準備積立金 270,270,706円      

 分配可能額 306,748,785円      

 （１万口当たり分配可能額） (1,131.10円)      

 収益分配金 67,798,488円      

 （１万口当たり収益分配金） (250円)      
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（金融商品に関する注記）

Ⅰ　金融商品の状況に関する事項

項目

当期

自　平成30年６月26日

至　平成30年12月25日

  

１．金融商品に対する取組

方針

当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する法律」第２条第４項に定める証券投資信託であ

り、投資信託約款に規定する「運用の基本方針」に従っております。

  

２．金融商品の内容及びリ

スク

当ファンドが保有している金融商品の種類は、有価証券、金銭債権及び金銭債務であります。な

お、当ファンドは親投資信託受益証券を通じて有価証券に投資し、また、デリバティブ取引を

行っております。これらの金融商品に係るリスクは、価格変動リスク、信用リスク及び流動性リ

スクであります。

  

３．金融商品に係るリスク

管理体制

委託会社のファンドの運用におけるリスク管理については、運用部門から独立した組織体制で

行っております。運用管理委員会（代表取締役社長を委員長とします。）は、ファンドの運用状

況を総合的に分析・評価するとともに、運用リスク管理の強化・改善に向けた方策を討議・決定

しております。また、リスク管理部運用審査室は、ファンドのパフォーマンス分析・評価並びに

リスク分析を行い、運用部門に開示するとともに、運用管理委員会を通じて、運用リスクの軽減

に向けた提言を行っております。

  

４．金融商品の時価等に関

する事項についての補

足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等に拠った場合、当該価額が異なることもあります。

  

 

Ⅱ　金融商品の時価等に関する事項

項目
当期

平成30年12月25日現在

  

１．金融商品の時価及び貸

借対照表計上額との差

額

金融商品は原則としてすべて時価で評価しているため、貸借対照表計上額と時価との差額はあり

ません。

  

２．時価の算定方法 (1)有価証券

重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載しております。

(2)金銭債権及び金銭債務

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。

  

 

（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券

前期（平成30年６月25日現在）

種類 最終の計算期間の損益に含まれた評価差額（円）

親投資信託受益証券 119,926,636

合計 119,926,636

 

当期（平成30年12月25日現在）

種類 最終の計算期間の損益に含まれた評価差額（円）

親投資信託受益証券 △606,331,014

合計 △606,331,014

 

（デリバティブ取引等関係に関する注記）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前期（平成30年６月25日現在）

該当事項はありません。

 

当期（平成30年12月25日現在）

該当事項はありません。

 

（関連当事者との取引に関する注記）

当期（自　平成30年６月26日　至　平成30年12月25日）

該当事項はありません。

（１口当たり情報）

前期

平成30年６月25日現在

当期

平成30年12月25日現在

１口当たり純資産額 １口当たり純資産額

1.0449円 0.8115円

「１口＝１円（10,000口＝10,449円）」 「１口＝１円（10,000口＝8,115円）」

 

（４）附属明細表

有価証券明細表

＜株式以外の有価証券＞
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通貨 種類 銘柄 口数 評価額 備考

円 親投資信託

受益証券
日本消費関連株マザーファンド 2,147,606,239 2,061,057,707  

合計　１銘柄 2,147,606,239 2,061,057,707  

 

前へ　　次へ
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＜参考＞

当ファンドは、「日本消費関連株マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、貸借対照表の

資産の部に計上された「親投資信託受益証券」はすべて同マザーファンドの受益証券であります。

※　以下に記載した情報は監査の対象外であります。

 

 

日本消費関連株マザーファンド

 

(１)貸借対照表

区分  
平成30年６月25日現在 平成30年12月25日現在

金額（円） 金額（円）

資産の部    

流動資産    

金銭信託  － 245,877,695

コール・ローン  268,107,524 66,085,702

株式  4,247,600,900 2,909,850,130

未収入金  54,655,159 93,123,704

未収配当金  10,665,700 90,000

前払金  2,700,000 14,460,000

差入委託証拠金  4,650,000 8,670,000

流動資産合計  4,588,379,283 3,338,157,231

資産合計  4,588,379,283 3,338,157,231

負債の部    

流動負債    

派生商品評価勘定  4,304,492 27,974,113

未払金  480,000 23,119,449

未払解約金  1,319,468 5,755,251

その他未払費用  5,342 8,403

流動負債合計  6,109,302 56,857,216

負債合計  6,109,302 56,857,216

純資産の部    

元本等    

元本  3,828,955,494 3,418,919,224

剰余金    

剰余金又は欠損金（△）  753,314,487 △137,619,209

元本等合計  4,582,269,981 3,281,300,015

純資産合計  4,582,269,981 3,281,300,015

負債純資産合計  4,588,379,283 3,338,157,231
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（２）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

項目
自　平成30年６月26日

至　平成30年12月25日

  

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

株式

移動平均法に基づき、時価で評価しております。

時価評価にあたっては、原則として金融商品取引所における最終相場（最終相場のないものにつ

いては、それに準ずる価額）、又は金融商品取引業者等の提示する気配相場に基づいて評価して

おります。

 

また、適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認定できない事由が認

められた場合は、投資信託委託会社が忠実義務に基づいて合理的事由をもって時価と認めた価額

もしくは受託会社と協議のうえ両者が合理的事由をもって時価と認めた価額で評価しておりま

す。

  

２．デリバティブの評価基

準及び評価方法

個別法に基づき原則として時価で評価しております。

  

３．収益及び費用の計上基

準

(1)受取配当金

国内株式についての受取配当金は、原則として、株式の配当落ち日において、確定配当金額

又は予想配当金額を計上しております。

(2)有価証券売買等損益及び派生商品取引等損益

約定日基準で計上しております。

  

 

（貸借対照表に関する注記）

項目 平成30年６月25日現在 平成30年12月25日現在

   

１．元本状況   

開示対象ファンドの計算期間の期首における当該親投資信託の

元本額 4,304,182,353円 3,828,955,494円

期中追加設定元本額 310,215,937円 164,825,051円

期中一部解約元本額 785,442,796円 574,861,321円

   

元本の内訳   

日本消費関連株ファンド（予想分配金提示型） 2,435,423,418円 2,147,606,239円

日本消費関連株ファンド（資産成長型） 1,393,532,076円 1,271,312,985円

合計 3,828,955,494円 3,418,919,224円

   

２．受益権の総数 3,828,955,494口 3,418,919,224口

   

３．元本の欠損   

   

 － 137,619,209円

   

（金融商品に関する注記）

Ⅰ　金融商品の状況に関する事項

項目
自　平成30年６月26日

至　平成30年12月25日

  

１．金融商品に対する取組

方針

当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する法律」第２条第４項に定める証券投資信託であ

り、投資信託約款に規定する「運用の基本方針」に従っております。

  

２．金融商品の内容及びリ

スク

当ファンドが保有している金融商品の種類は、有価証券、デリバティブ取引、金銭債権及び金銭

債務であります。これらの金融商品に係るリスクは、価格変動リスク、信用リスク及び流動性リ

スクであります。

  

３．金融商品に係るリスク

管理体制

委託会社のファンドの運用におけるリスク管理については、運用部門から独立した組織体制で

行っております。運用管理委員会（代表取締役社長を委員長とします。）は、ファンドの運用状

況を総合的に分析・評価するとともに、運用リスク管理の強化・改善に向けた方策を討議・決定

しております。また、リスク管理部運用審査室は、ファンドのパフォーマンス分析・評価並びに

リスク分析を行い、運用部門に開示するとともに、運用管理委員会を通じて、運用リスクの軽減

に向けた提言を行っております。

  

４．金融商品の時価等に関

する事項についての補

足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件等に拠った場合、当該価額が異なることもあります。

また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る

市場リスクを示すものではありません。

  

 

Ⅱ　金融商品の時価等に関する事項

EDINET提出書類

三井住友アセットマネジメント株式会社(E08957)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

17/22



項目 平成30年12月25日現在

  

１．金融商品の時価及び貸

借対照表計上額との差

額

金融商品は原則としてすべて時価で評価しているため、貸借対照表計上額と時価との差額はあり

ません。

  

２．時価の算定方法 (1)有価証券

重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載しております。

(2)デリバティブ取引

デリバティブ取引等関係に関する注記に記載しております。

(3)金銭債権及び金銭債務

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。

  

 

（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券

（平成30年６月25日現在）

種類 計算期間
※
の損益に含まれた評価差額（円）

株　　　　　式 27,312,248

合計 27,312,248

 

※「計算期間」とは、「日本消費関連株マザーファンド」の計算期間の期首日から開示対象ファンドの期末日までの期間（平成29年12

月26日から平成30年６月25日まで）を指しております。

 

（平成30年12月25日現在）

種類 計算期間
※
の損益に含まれた評価差額（円）

株　　　　　式 △594,997,826

合計 △594,997,826

 

※「計算期間」とは、「日本消費関連株マザーファンド」の計算期間の期首日から開示対象ファンドの期末日までの期間（平成29年12

月26日から平成30年12月25日まで）を指しております。

（デリバティブ取引等関係に関する注記）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

（株式関連）

区分 種類

平成30年６月25日現在

契約額等

（円）

 

時価（円） 評価損益（円）
うち

１年超

（円）

市場取引

     

株価指数先物取引     

買建     

ＴＯＰＩＸ 176,954,492 － 172,650,000 △4,304,492

     

合計 － － 172,650,000 △4,304,492

 

区分 種類

平成30年12月25日現在

契約額等

（円）

 

時価（円） 評価損益（円）
うち

１年超

（円）

市場取引

     

株価指数先物取引     

買建     

ＴＯＰＩＸ 265,464,113 － 237,490,000 △27,974,113

     

合計 － － 237,490,000 △27,974,113

（注）時価の算定方法

１）先物取引の残高表示は、契約額によっております。

２）期末の評価においては、取引所の発表する計算日の清算値段等を用いております。

 

（関連当事者との取引に関する注記）

（自　平成30年６月26日　至　平成30年12月25日）

該当事項はありません。

 

（１口当たり情報）

平成30年６月25日現在 平成30年12月25日現在

１口当たり純資産額 １口当たり純資産額

1.1967円 0.9597円

「１口＝１円（10,000口＝11,967円）」 「１口＝１円（10,000口＝9,597円）」
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（３）附属明細表

①有価証券明細表

＜株式＞

通貨 銘柄
株式数

（株）

評価額
備考

単価 金額

円 国際石油開発帝石 60,900 938.20 57,136,380  

 五洋建設 80,000 552.00 44,160,000  

 ヤクルト本社 18,000 7,480.00 134,640,000  

 雪印メグミルク 5,000 2,658.00 13,290,000  

 日本たばこ産業 15,000 2,587.00 38,805,000  

 昭和電工 20,000 3,200.00 64,000,000  

 信越化学工業 11,200 8,056.00 90,227,200  

 積水化学工業 20,000 1,545.00 30,900,000  

 花王 10,400 7,702.00 80,100,800  

 富士フイルムホールディングス 6,000 4,051.00 24,306,000  

 資生堂 19,000 6,274.00 119,206,000  

 ユニ・チャーム 35,300 3,322.00 117,266,600  

 協和発酵キリン 30,100 1,986.00 59,778,600  

 武田薬品工業 7,000 3,640.00 25,480,000  

 日本新薬 4,300 6,510.00 27,993,000  

 大塚ホールディングス 11,000 4,473.00 49,203,000  

 小松製作所 29,600 2,255.50 66,762,800  

 ＩＨＩ 26,400 2,930.00 77,352,000  

 ルネサスエレクトロニクス 40,000 440.00 17,600,000  

 ソニー 20,000 5,000.00 100,000,000  

 ＴＤＫ 4,600 7,190.00 33,074,000  

 キーエンス 1,400 51,520.00 72,128,000  

 レーザーテック 14,000 2,545.00 35,630,000  

 太陽誘電 38,900 1,594.00 62,006,600  

 村田製作所 6,600 14,435.00 95,271,000  

 トヨタ自動車 20,000 6,079.00 121,580,000  

 日野自動車 12,000 994.00 11,928,000  

 本田技研工業 52,300 2,756.00 144,138,800  

 スズキ 13,600 5,272.00 71,699,200  

 ＳＵＢＡＲＵ 26,000 2,210.50 57,473,000  

 豊田合成 14,000 2,028.00 28,392,000  

 ブイ・テクノロジー 2,000 11,720.00 23,440,000  

 ＨＯＹＡ 6,000 6,093.00 36,558,000  

 任天堂 1,500 27,770.00 41,655,000  

 北海道電力 80,000 727.00 58,160,000  

 西武ホールディングス 20,000 1,806.00 36,120,000  

 ヤマトホールディングス 10,000 2,779.00 27,790,000  

 ＳＧホールディングス 30,000 2,593.00 77,790,000  

 ヤフー 163,100 259.00 42,242,900  

 ネットワンシステムズ 12,400 1,774.00 21,997,600  

 ソフトバンクグループ 8,500 7,043.00 59,865,500  

 三菱商事 20,000 2,821.50 56,430,000  

 ビックカメラ 24,600 1,325.00 32,595,000  

 コスモス薬品 2,000 17,720.00 35,440,000  

 ワークマン 3,000 6,970.00 20,910,000  

 新生銀行 20,000 1,265.00 25,300,000  

 東京海上ホールディングス 19,000 5,030.00 95,570,000  

 Ｔ＆Ｄホールディングス 47,300 1,250.00 59,125,000  

 三井不動産 50,100 2,401.50 120,315,150  

 電通 8,000 4,565.00 36,520,000  

 リクルートホールディングス 12,000 2,541.50 30,498,000  

合計　51銘柄 1,212,100 － 2,909,850,130  

 

②デリバティブ取引の契約額等及び時価の状況表

注記表中の(デリバティブ取引等関係に関する注記)で記載しており、ここでは省略しております。

 

前へ　　次へ
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２　ファンドの現況

 純資産額計算書

（2018年12月末現在）

 

日本消費関連株ファンド（予想分配金提示型）

Ⅰ　資産総額 2,164,654,013 円

Ⅱ　負債総額 3,309,226 円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 2,161,344,787 円

Ⅳ　発行済数量 2,522,941,679 口

Ⅴ　１単位当り純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.8567 円

 

（参考）日本消費関連株マザーファンド

Ⅰ　資産総額 3,629,894,704 円

Ⅱ　負債総額 189,729,233 円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 3,440,165,471 円

Ⅳ　発行済数量 3,395,048,282 口

Ⅴ　１単位当り純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0133 円

 

 

前へ　　
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第三部【委託会社等の情報】

第２【その他の関係法人の概況】

１　名称、資本金の額及び事業の内容

原届出書の内容は下記事項の内容に訂正されます。

 

(１)受託会社

名称
資本金の額（百万円）

2018年９月末現在
事業の内容

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 87,550

銀行法に基づき銀行業を営む

とともに、金融機関の信託業

務の兼営等に関する法律（兼

営法）に基づき信託業務を営

んでいます。

＜参考：再信託受託会社（日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）の概要＞

・資本金：51,000百万円（2018年９月末現在）

・事業の内容：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律に

基づき信託業務を営んでいます。

・再信託の目的：原信託契約にかかる信託事務の一部（信託財産の管理）を原信託受託会社から再信

託受託会社（日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）へ委託するため、原信

託財産の全てを再信託受託会社へ移管することを目的とします。

 

(２)販売会社

名称
資本金の額（百万円）

2018年９月末現在
事業の内容

株式会社三井住友銀行 1,770,996
銀行法に基づき、監督官庁の

免許を受け銀行業を営んでい

ます。

株式会社福岡銀行 82,329

株式会社親和銀行 36,878
 

株式会社新生銀行 512,204
 

株式会社熊本銀行 33,847
 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 10,000

金融商品取引法に定める第一

種金融商品取引業を営んでい

ます。

 

以上
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独立監査人の監査報告書
 

平成31年1月25日

大和住銀投信投資顧問株式会社

取締役会　御中

 

 
有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 飯田　浩司　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 佐藤　栄裕　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状

況」に掲げられている日本消費関連株ファンド（予想分配金提示型）の平成30年6月26日から平成30年12月25日

までの特定期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表につい

て監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本消費関連株ファンド（予想分配金提示型）の平成30年12月25日現在の信託財産の状態及び同日をもっ

て終了する特定期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

大和住銀投信投資顧問株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規

定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

(注１)　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

(注２)　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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